
 参考資料（第１５号議案：上下水道課）  

 

平成３１年度ふじみ野市水道事業会計予算の概要  
 

１  総括  

本予算は、平成３１年度の水道事業に係る予算について編成を行い

ました。  

２  業務の予定量は、次のとおりです。  

(1) 給水戸数              ５２，０６４戸  

(2) 年間総給水量        １２，５３５，５００㎥  

(3) 一日平均給水量           ３４，２５０㎥  

(4) 主要な建設改良事業  

ア  配水管布設事業       ２８６，２１５千円  

  イ  浄水場改修事業       ２２８，２５５千円  

ウ  量水器取付事業        ３９，８１５千円  

３  予算規模  

(1)  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりです。  

収入  

   水道事業収益       １，７８６，３６６千円  

    営業収益        １，６５５，７８４千円  

    営業外収益         １３０，５８１千円  

    特別利益                １千円  

支出  

水道事業費用       １，７２３，３０３千円  

    営業費用        １，６４５，１４２千円  

    営業外費用          ６４，１６１千円  

    特別損失            ４，０００千円  

    予備費            １０，０００千円  

(2)  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりです（資本的収入額  

が資本的支出額に対し不足する額５４４，４５４千円は、過年度分  

損益勘定留保資金４９８，０２１千円及び当年度分消費税及び地方  

消費税資本的収支調整額４６，４３３千円で補塡します。）。  

収入  

資本的収入          ２００，０８０千円  

企業債           １６２，４００千円  

負担金            １３，０８０千円  

国庫補助金          ２４，６００千円  

支出  



資本的支出          ７４４，５３４千円  

建設改良費         ５３８，６１９千円  

企業債償還金        ２０５，９１５千円  

４  継続費の総額及び年割額は、次のとおりです。  

款  項  事業名  総額  年度  年割額  

資本的  

支出  

建設改  

良費  

福岡浄水

場第４配

水池耐震

補強事業  

３２９，０１９  

千円  

平成３１

年度  

１８７，２５１

千円  

平成３２

年度  

１４１，７６８

千円  

 

５  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のと

おりです。  

起債の目的  限度額  起債の  

方法  

利率  償還の方法  

福岡浄水場

第４配水池

耐震補強事

業  

１６２，４００  

千円  

普通貸借

又は証券

発行  

３．０％以

内 。 た だ

し、利率見

直 し 方 式

で 借 り 入

れ る 資 金

について、

利 率 の 見

直 し を 行

っ た 後 に

お い て は

当 該 見 直

し 後 の 利

率とする。 

政府資金については、

その融通条件により、

銀 行 そ の 他 の 場 合 に

は そ の 債 権 者 と 協 定

す る も の に よ る 。 た

だ し 、 企 業 財 政 の 都

合 に よ り 据 置 期 間 及

び償還期限を短縮し、

又 は 繰 上 償 還 若 し く

は 低 利 に 借 り 換 え る

ことができる。  

６  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、営業

費用、営業外費用及び特別損失の間の流用とします。  

７  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は、議会の議決を経なければなりません。  

(1)  職員給与費       １０９，６８３千円  

８  たな卸資産の購入限度額は、４，５３４千円です。  

９  主要施策の状況  

(1) 平成３０年度から福岡・大井浄水場運転管理及び機器保守点検業

務委託契約を統合し、運用を図ってまいりました。平成３１年度で



は包括委託を拡大し、更なる経費削減を目指します。本件は平成３

０年度予算において債務負担行為を設定済みです。     

予算額  １０２，０２４千円（継続事業・業務統合初年度

）  

(2) 老朽管（石綿管）更新事業を引き続き実施します。  

  口径 50～ 150 ミリ  延長 1,420ｍ  うち石綿管撤去延長 1,250ｍ  

                  予算額  ２３４，７４０千円  

 (3) 平成２９年度に行った耐震診断結果を受け、福岡浄水場第４配水

池の耐震補強事業を行います。２か年の継続費を設定し、実施しま

す。  

                   予算額  １８７，２５１千円  

(4) 平成３０年度に実施した福岡第４水源（井戸）の更新に伴い、井

戸水源から浄水場内の施設に導く、揚水ポンプや導水管、仕切弁等

の設備を布設します。  

                   予算額  １３，６４０千円  

(5)大井浄水場の非常用発電機を設置してから２０年及び、３５年間経

過しているため、分解修繕を実施します。  

                   予算額  ２４，９５９千円  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年度ふじみ野市水道事業会計予算 



  

第１５号議案 

   平成３１年度ふじみ野市水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 平成３１年度ふじみ野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給水戸数                         ５２，０６４戸 

 (2) 年間総給水量                  １２，５３５，５００㎥ 

 (3) 一日平均給水量                      ３４，２５０㎥ 

 (4) 主要な建設改良事業 

ア 配水管布設事業                    ２８６，２１５千円 

  イ 浄水場改修事業                    ２２８，２５５千円 

  ウ 量水器取付事業                     ３９，８１５千円 

  （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 水道事業収益              １，７８６，３６６千円 

  第１項 営業収益               １，６５５，７８４千円 

  第２項 営業外収益                １３０，５８１千円 

  第３項 特別利益                       １千円 

支    出 

第１款 水道事業費用              １，７２３，３０３千円 

  第１項 営業費用               １，６４５，１４２千円 

  第２項 営業外費用                 ６４，１６１千円 

  第３項 特別損失                   ４，０００千円 



  

第４項 予備費                   １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５４４，４

５４千円は、過年度分損益勘定留保資金４９８，０２１千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４６，

４３３千円で補塡するものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入                  ２００，０８０千円 

 第１項 企業債                  １６２，４００千円 

第２項 負担金                   １３，０８０千円 

第３項 国庫補助金                 ２４，６００千円 

              支    出 

 第１款 資本的支出                 ７４４，５３４千円 

  第１項 建設改良費                ５３８，６１９千円 

  第２項 企業債償還金               ２０５，９１５千円 

 （継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

1資本的支出 1建設改良費 
福岡浄水場第４配水池耐

震補強事業 
３２９，０１９千円 

平成３１年度 １８７，２５１千円 

平成３２年度 １４１，７６８千円 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

福岡浄水場第４

配水池耐震補強

事業 

１６２，４００千円 普通貸借又は

証券発行 

３．０％以内。ただし、

利率見直し方式で借り入

れる資金について、利率 

政府資金については、その融通条

件により、銀行その他の場合には

その債権者と協定するものによる。 



  

   の見直しを行った後にお

いては当該見直し後の利

率とする。 

ただし、企業財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは低利に借り換

えることができる。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用と定

める。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1) 職員給与費                     １０９，６８３千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、４，５３４千円と定める。 

  平成３１年２月２２日提出 

 

                                   ふじみ野市長 高 畑   博      



          
水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書 



款 項 目  予定額（千円） 備　　　考

平成３１年度ふじみ野市水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収　　　入

1

107,989

1,786,366

3 特別利益 1

3 消費税及び地方消費税還付金

1 水道事業収益

1 営業収益

1 給水収益

2 営業外収益

2 加入金

3 受託工事収益

274

4 その他の営業収益

1 受取利息及び配当金 460

2 長期前受金戻入 129,846

4 雑収益

1 その他特別利益

1,655,784

1,441,761

104,934

1,100

130,581

1



款 項 目  予定額（千円） 備　　　考

支　　　出

1 予備費

1 水道事業費用

1 営業費用

6 減価償却費

4,000

1 原水及び浄水費

2 配水及び給水費

1 支払利息及び企業債取扱諸費

1,723,303

1,645,142

4 業務費

135,591

3 受託工事費

64,161

934,978

2 消費税及び地方消費税

41,461

408,809

3 特別損失

2 営業外費用

5 総係費

3 雑支出

141,534

19,625

1,100

7 資産減耗費

21,700

3,505

1,000

2 その他特別損失

1 過年度損益修正損

4 予備費　

2,000

10,000

2,000

10,000



款 項 目  予定額（千円） 備　　　考

款 項 目  予定額（千円） 備　　　考

3,452

1 建設改良費

200,0801 資本的収入

205,915

24,600

1 事務費

4 営業設備費

24,600

3 浄水場整備費

支　　　出

3 国庫補助金

2 配水管等改良費 286,215

1 資本的支出 744,534

205,9151 企業債償還金

2 企業債償還金

20,697

2 負担金 13,080

228,255

資本的収入及び支出

13,080

538,619

1 国庫補助金

収　　　入

1 他会計負担金

  1 企業債

　1 建設改良等の財源に充てるための企業債 162,400

162,400



款 項 目  予定額（千円） 備　　　考

1 たな卸資産購
入限度額

1 たな卸資産購
入限度額

1 たな卸資産購入限度額 4,534

4,534

4,534

支　　　出
たな卸資産購入限度額



１　業務活動によるキャッシュ・フロー ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 45,849 一時借入れによる収入 0

減価償却費 408,809 一時借入金の返済による支出 0

固定資産除却費 3,355 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 162,400

貸倒引当金の増減額（△は減少） 999 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 205,915

修繕引当金の増減額（△は減少） 0 その他の企業債による収入 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,456 その他の企業債の償還による支出 0

長期前受金戻入額 △ 129,846 建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0

受取利息及び受取配当金 △ 460 建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 0

支払利息 41,461 その他の他会計借入金による収入 0

有形固定資産売却損益（△は益） 0 その他の他会計借入金の返済による支出 0

未収金の増減額（△は増加） △ 8,632 他会計からの出資による収入 0

たな卸資産（貯蔵品）の増減額（△は増加） △ 178 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 43,515

前払金の増減額（△は増加） 0 　　資金に係る換算差額 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 　　資金増加額（又は減少額） △ 161,489

未払金の増減額（△は減少） 10,427 　　資金期首残高 943,633

前受金の増減額（△は減少） 0 　　資金期末残高 782,144

その他流動負債の増減額（△は減少） 4,296

小　計 377,536

利息及び配当金の受取額 460

利息の支払額 △ 41,461

業務活動によるキャッシュ・フロー 336,535

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 492,189

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 24,600

補助金等の返還 0

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 13,080

工事負担金等による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 454,509

平成３１年度ふじみ野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

（単位：千円）



 

 給  与  費  明  細  書 

１ 総括                                             ※( )内は再任用短時間職員（外書き） 

区  分 

職 員 数 給  与  費 法 定 

福利費 

（千円） 

合 計 

 

（千円） 

特別職 

（人） 

一般職 

（人） 

報 酬 

（千円） 

給 料 

（千円） 

賃 金 

（千円） 

手 当 

（千円） 

計 

（千円） 

本
年
度 

損益勘定支弁職員 12 
(2) 

8 
198 41,029 0 27,734 68,961 20,223 89,184 

資本勘定支弁職員 0 
(0) 

2 
0 9,020 0 6,860 15,880 4,817 20,697 

合  計 12 
(2) 

10 
198 50,049 0 34,594 84,841 25,040 109,881 

前
年
度 

損益勘定支弁職員 12 
(1) 

9 
198 40,286 0 26,357 66,841 19,887 86,728 

資本勘定支弁職員 0 
(0) 

2 
0 7,679 0 4,707 12,386 4,746 17,132 

合  計 12 
(1) 

11 
198 47,965 0 31,064 79,227 24,633 103,860 

比 

較 

損益勘定支弁職員 0 
(1) 

△1 
0 743 0 1,377 2,120 336 2,456 

資本勘定支弁職員 0 
(0) 

 0 
0 1,341 0 2,153 3,494 71 3,565 

合  計 0 
(1) 

  △1 
0 2,084 0 3,530 5,614 407 6,021 

 

手
当
の
内
訳 

区 分 

扶 養 

手 当 

（千円） 

管理職 

手 当 

（千円） 

地 域 

手 当 

（千円） 

住 居 

手 当 

（千円） 

通 勤 

手 当 

（千円） 

期 末 

手 当 

（千円） 

勤 勉 

手 当 

（千円） 

時間外 

勤務手当 

（千円） 

特殊勤 

務手当 

（千円） 

本年度 1,065 1,596 6,400  644 258 13,709 9,580 1,342 0 

前年度 813 1,596 6,057  254 380 12,010 8,245 1,709 0 

比 較 252 0 343 390 △122 1,699 1,335 △367 0 



 

２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分 
増減額 

（千円） 

増減事由別内訳 

（千円） 
説     明 備    考 

給 料 2,084 給与改定に伴う増

減分 

67 制度改正に伴う増加分 平成３０年度給与改定状況 

・人事院勧告に伴う増加分 

 給料表改定率      ０．２０％ 

適用時期      平成３０年４月１日 

昇給に伴う増加分 436 本年度昇給分 平均昇給率    ０．３６％（給与実態調査） 

その他の増減分 1,581 その他 (1)その他             1,581千円 

・平成３０年度中退職者  １人 

・平成３０年度中採用者  １人 

手 当 3,530 制度改正に伴う増

減分 

342 制度改正による増減分 (1) 地域手当の増              8千円 

(2) 期末勤勉手当の増          334千円 

 

その他の増減分 3,188 その他 (1) その他              3,188千円 

 

３ 給料及び手当の状況 

(１) 職員１人当たり給与 

区      分 事務・技術職 

平成31年1月1日現在 

平均給料月額（円） 311,035 

平均給与月額（円） 370,742 

平 均 年 齢（歳）              47.2 

平成30年1月1日現在 

平均給料月額（円） 317,510 

平均給与月額（円） 378,194 

平 均 年 齢（歳）              47.1 

 



 

(２) 初任給 

区 分 事務・技術職（円） 
技能労務職 

一般会計の制度 
年 齢 給 料（円） 

高校卒 158,300 

18歳 155,500 

同 左 

19～20歳 161,400 

21～22歳 167,400 

23～24歳 174,600 

大学卒 187,200 

25～26歳 181,900 

27～28歳 187,600 

29～30歳 193,200 

31歳以上 197,800 

 

(３) 級別職員数         ※( )内は再任用短時間職員（外書き） 

区  分 
事務・技術職 

級 職員数（人） 構成比（％） 

平成31年1月1日現在 

1級 
 （0） 

 0 

 (0.0) 

 0.0 

2級 
 (0)  

 1 

(0.0) 

10.0 

3級 
 （2） 

 4 

(100.0)  

 40.0 

4級 
 （0） 

 2 

 (0.0) 

 20.0 

5級 
 （0） 

 2 

  (0.0) 

 20.0 

6級 
 （0） 

 1 

  (0.0) 

 10.0 

7級 
 （0） 

 0 

  (0.0) 

  0.0 

8級 
 （0） 

 0 

  (0.0) 

  0.0 

計 
 (2) 

 10 

(100.0) 

100.0 



 

 

 

（級別の標準的な職務内容） 

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 

事務・技術職 
定型的な業務

を行う職務 

知識又は経験

を必要とする

業務を行う職

務 

高度の知識又

は経験を必要

とする業務を

行う職務 

係長、主査又

は副主査の職

務 

副課長又は副

主幹の職務 

課長又は主幹

の職務 

次長又は副参

事の職務 

部長又は参事

の職務 

 

区  分 
事務・技術職 

級 職員数（人） 構成比（％） 

平成30年1月1日現在 

1級 
 （0） 

 0 

 (0.0) 

 0.0 

2級 
 (0)  

 1 

(0.0) 

 9.1 

3級 
 （1） 

 5 

(100.0)  

 45.4 

4級 
 （0） 

 2 

 (0.0) 

 18.2 

5級 
 （0） 

 2 

  (0.0) 

 18.2 

6級 
 （0） 

 1 

  (0.0) 

  9.1 

7級 
 （0） 

 0 

  (0.0) 

  0.0 

8級 
 （0） 

 0 

  (0.0) 

  0.0 

計 
 (1) 

 11 

(100.0) 

100.0 



 

(４) 昇給 

区    分 合  計 事務・技術職 

本 

年 

度 

職 員 数（Ａ）（人） 12 12 

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 10 10 

号給数別内訳 

1号給（人） - - 

2号給（人） 1 1 

3号給（人） - - 

4号給（人） 9 9 

5号給（人） - - 

6号給（人） - - 

比 率（Ｂ）／（Ａ）（％） 83.3 83.3 

前 

年 

度 

職 員 数（Ａ）（人） 11 11 

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 10 10 

号給数別内訳 

1号給（人） - - 

2号給（人） 1 1 

3号給（人） - - 

4号給（人） 9 9 

5号給（人） - - 

6号給（人） - - 

比 率（Ｂ）／（Ａ）（％） 90.1 90.1 

 

(５) 特殊勤務手当 

区  分 全 職 種 事務・技術職 

給料総額に対する比率（％） 0.0 0.0 

支給対象職員の比率（％） 

（平成31年1月1日現在） 
0.0 0.0 

支給対象職員１人当たり 

平均支給月額      （円） 
0 0 

代表的な特殊勤務手当の名称 ― 



 

(６) 期末手当・勤勉手当                                            ※( )内は再任用職員（外書き） 

区  分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 
備  考 

6月（月分） 12月（月分） 

本 年 度 
(1.175) 

2.225 

(1.175) 

2.225 

(2.35) 

4.45 
有 

 

前 年 度 
(1.075) 

2.125 

(1.225) 

2.275 

(2.3) 

4.4 
有 

 

一般会計の制度 
(1.175) 

2.225 

(1.175) 

2.225 

(2.35) 

4.45 
有 

 

 

(７) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区  分 
20年勤続の者 

（月分） 

25年勤続の者 

（月分） 

35年勤続の者 

（月分） 

最高限度 

（月分） 
その他の加算措置等 備 考 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職特例措置

（2～45％加算） 

 

一般会計の制度 

(支給率等） 
同上 同上 同上 同上 同上 

 

 

(８) その他の手当                                                                  

区   分 一般会計の制度との異同 差異の内容 

扶 養 手 当 同  一 － 

管 理 職 手 当 同  一 － 
地 域 手 当 同  一 － 
住 居 手 当 同  一 － 
通 勤 手 当 同  一 － 
時 間 外 勤 務 手 当 同  一 － 
特 殊 勤 務 手 当 同  一 － 

 

 



国庫 過年度分損益

補助金 勘定留保資金

１資本的 １建設改 福岡浄水 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 　　　％

   支出    良費 場第４配 平成31年度 187,251 24,600  162,400 251     187,251 187,251 56.9 -

水池耐震

補強事業

平成32年度 141,768 141,700 68      141,768 - -

計 329,019 24,600  304,100 319     -       -       187,251 187,251 141,768 56.9

継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項 事業名

前前年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生 （ 見
込）額

当該年度
支払義務
発生予定
額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率

備　考
年　度 年割額

企業債

全　体　計　画

左の財源内訳



収 益 的 損益勘定
収 入 留保資金

　平成31年度～
　　平成33年度

　平成31年度～
　　平成33年度

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の
左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額

期 間 金 額 期 間 金 額

485,890 -
水道料金調定・収納事務
（平成２８年度）

486,458
　平成29年度～
　　　平成30年度

192,573 293,317

-

（仮称）浄水場総合管理
運営業務委託

（平成３０年度）
317,156 　平成30年度 - 317,156 317,156



（単位：千円） （単位：千円）

1,340,153 1,326,775

88,923 96,472

1,000 1,000

99,010 1,529,086 100,287 1,524,534

835,831 860,616

141,594 127,467

1,000 　（３）受託工事費 1,000

128,456 132,065

16,304 29,344

407,084 408,809

3,218 1,533,487 3,505 1,562,806

4,401 38,272

680 460

　（２）長期前受金戻入 131,149 129,846

328 132,157 275 130,581

４　営業外費用
　（１）支払利息及び
　　　　企業債取扱諸費 46,167 41,461

　（２）雑支出 1,020 47,187 84,970 1,000 42,461 88,120

経常利益 80,569 49,848

５　特別利益
　（１）その他特別利益 1 1 1 1

６　特別損失
　（１）過年度損益修正損 1,500 2,000

　（２）その他特別損失 2,000 3,500 △ 3,499 2,000 4,000 △ 3,999

当年度純利益 77,070 45,849

前年度繰越利益剰余金 294,152 371,222

4,900 0

376,122 417,071当年度未処分利益剰余金
その他未処分利益剰余金変動額

　（２）加入金

営業損失

　（６）減価償却費
　（５）総係費

　（４）その他の営業収益

２　営業費用
　（１）原水及び浄水費

　（３）受託工事費

３　営業外収益
　（１）受取利息及び配当金

　（３）雑収益

営業損失

　（６）減価償却費
　（７）資産減耗費　（７）資産減耗費

　（４）業務費
　（５）総係費
　（４）業務費

平成３０年度ふじみ野市水道事業予定損益計算書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

１　営業収益

　（２）加入金

　（２）配水及び給水費　（２）配水及び給水費

平成３１年度ふじみ野市水道事業予定損益計算書
（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

１　営業収益
　（１）給水収益

　（３）受託工事収益

　（１）原水及び浄水費

　（４）その他の営業収益

２　営業費用

　（１）給水収益

　（３）受託工事収益

　（１）支払利息及び
４　営業外費用

　（１）受取利息及び配当金

　（３）雑収益

３　営業外収益

　（２）長期前受金戻入

当年度未処分利益剰余金
その他未処分利益剰余金変動額

５　特別利益
　（１）その他特別利益

６　特別損失

当年度純利益

　（２）その他特別損失

　　　　企業債取扱諸費

　（１）過年度損益修正損

　（２）雑支出

経常利益

前年度繰越利益剰余金



（単位：千円）

56,204

56,204

1,834,790

431,914

498,004

△ 257,000 241,004

16,412,389 205,914

△ 7,564,252 8,848,137 205,914

3,163,627 87,835

△ 2,309,452 854,175 0

14,971

△ 14,067 904 7,739

27,362 7,739

△ 24,736 2,626 126,405

33,518 427,893

10,412,278

6,400,347

576 △ 3,389,131

576 3,011,216

10,412,854 5,273,899

4,940,294

943,633

214,880

△ 12,598 202,282   イ 受贈財産評価額 46,625

13,721 230,861

0 598,480

68 106,278

1,159,704    資本剰余金合計 982,244

11,572,558

0

0

0

376,122

1,778,586    利益剰余金合計 376,122

1,778,586 1,358,366

6,298,660

   負債資本合計 11,572,559

平 成 ３０年 度 ふ じ み 野 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

   減価償却累計額   イ 建設改良費等の財源に

（平 成 ３１ 年 ３ 月 ３１ 日）

   減価償却累計額  　企業債合計

 (２) 引当金

  イ 修繕引当金

   固定負債合計 

  イ　土  地      ４ 流動負債    

  ロ　建  物   (１) 企業債

  ハ　構築物   　 充てるための企業債

１ 固定資産  　引当金合計

 (１) 有形固定資産  

  ニ　機械及び装置  (２) 未払金   

   減価償却累計額  (３) 前受金

  ホ　車両運搬具   (４) 引当金

  ト　建設仮勘定    流動負債合計

   減価償却累計額   イ 賞与引当金

  へ　工具、器具及び備品   　引当金合計

   減価償却累計額  (５) その他流動負債

   有形固定資産合計 ５ 繰延収益    

 (２) 無形固定資産        　 長期前受金

  イ　電話加入権  　収益化累計額

 (１) 企業債

 　　 貸倒引当金

   無形固定資産合計 　 繰延収益合計

   固定資産合計    負債合計

 (１）現金預金    ７ 剰余金              

 (２）未収金  (１) 資本剰余金             

２ 流動資産  ６ 資本金    

   資産合計  (２) 利益剰余金      

  イ 減債積立金

３ 固定負債                 ロ 利益積立金 

  ハ 加入金

 (５）その他流動資産   ニ 負担金

   流動資産合計   

 (４）前払金

資産の部

負債の部 

資本の部

  イ 建設改良費等の財源に   ニ 当年度未処分利益剰余金

  　 充てるための企業債

 　企業債合計    剰余金合計

  ハ 建設改良積立金 

   資本合計 

 (３）貯蔵品   ロ 寄附金



（単位：千円）

56,204

56,204

1,786,446

431,914

498,004

△ 264,910 233,094

16,913,366 210,742

△ 7,895,577 9,017,789 210,742

3,130,224 98,262

△ 2,338,174 792,050 0

14,971

△ 14,223 748 9,195

27,662 9,195

△ 24,926 2,736 130,701

47,802 448,900

10,526,133

6,471,860

576 △ 3,518,980

576 2,952,880

10,526,709 5,188,226

4,945,194

782,144

223,512

△ 13,597 209,915   イ 受贈財産評価額 46,625

13,899 230,861

0 598,480

68 106,278

1,006,026    資本剰余金合計 982,244

11,532,735

0

0

0

417,071

1,730,242 .    利益剰余金合計 417,071

1,730,242 1,399,315

6,344,509

   負債資本合計 11,532,736

平 成 ３１年 度 ふ じ み 野 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

 (２) 引当金

  イ 修繕引当金

１ 固定資産  　引当金合計

（平 成 ３２ 年 ３ 月 ３１ 日）

資産の部

 (１) 有形固定資産     固定負債合計 

  イ　土  地      ４ 流動負債    

  ロ　建  物   (１) 企業債

   減価償却累計額   イ 建設改良費等の財源に

  ハ　構築物   　 充てるための企業債

   減価償却累計額  　企業債合計

  ニ　機械及び装置  (２) 未払金   

   減価償却累計額  (３) 前受金

  ホ　車両運搬具   (４) 引当金

   減価償却累計額   イ 賞与引当金

  へ　工具、器具及び備品   　引当金合計

   減価償却累計額  (５) その他流動負債

  ト　建設仮勘定    流動負債合計

   有形固定資産合計 ５ 繰延収益    

 (２) 無形固定資産        　 長期前受金

 (４）前払金   ハ 加入金

  イ　電話加入権  　収益化累計額

   無形固定資産合計 　 繰延収益合計

   固定資産合計    負債合計

 　企業債合計    剰余金合計

   流動資産合計   

   資産合計  (２) 利益剰余金      

  イ 減債積立金

３ 固定負債                 ロ 利益積立金 

 (１) 企業債   ハ 建設改良積立金 

  イ 建設改良費等の財源に   ニ 当年度未処分利益剰余金

  　 充てるための企業債

負債の部 

資本の部

   資本合計 

 (５）その他流動資産   ニ 負担金

２ 流動資産  ６ 資本金    

 (１）現金預金    ７ 剰余金              

 (２）未収金  (１) 資本剰余金             

 　　 貸倒引当金

 (３）貯蔵品   ロ 寄附金



   
注  記  表 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産は、水道事業用の量水器及び材料で、評価基準及び 

評価方法はそれぞれ先入先出法及び原価法によるものとする。 

 ２ 固定資産の減価償却方法 

  (1) 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法（ただし、水道事業の取替資産につい

ては、取替法による。） 

   ・主な耐用年数 

    建物         １５～６０年 

    構築物        １０～６０年 

    機械及び装置     ４～２０年（量水器は８年） 

    車両運搬具      ４～５年 

    工具、器具及び備品  ２～２０年 

３ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

  職員の退職により退職給付金が不足になった場合に生じる埼 

玉県市町村総合事務組合の特別負担金については、一般会計が 

その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は 

計上していない。 

 (2) 賞与引当金 

    職員の期末及び勤勉手当並びにこれらの手当にかかる法定福利 

費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、 

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計 

上している。 

  (3) 修繕引当金 

会計基準改正前に計上してあった修繕引当金を計上している。 

  (4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収 

不能見込額を計上している。 

 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

    (2) 財務諸表については税抜処理方式によっている。 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 予定キャッシュ・フロー計算書の表示方法 

   予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法で表示している。 

 ２ 重要な非資金取引 

当年度において、評価額33,928千円相当の資産を無償取得（受贈）

する予定である。 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

 １ 引当金の取崩し 

  (1) 賞与引当金の取崩し 

     平成３０年度において、６月分の期末及び勤勉手当並びにこ

れらの手当にかかる法定福利費として、10,725千円を支出した

ため、賞与引当金7,001千円を取り崩した。 

     平成３１年度において、６月分の期末及び勤勉手当並びにこ

れらの手当にかかる法定福利費として、12,740千円を支出する

見込みのため、賞与引当金7,739千円を取り崩す予定である。 

(2) 貸倒引当金の取崩し 

     平成３０年度において、債権の不納欠損による損失が生じる

見込みのため、貸倒引当金1,352千円を取り崩す予定である。 

     平成３１年度において、債権の不納欠損による損失が生じる

見込みのため、貸倒引当金1,588千円を取り崩す予定である。 

Ⅳ セグメント情報に関する注記 

  単一の事業を運営しているため、記載を省略する。 

Ⅴ 減損損失に関する注記 

  該当事項なし 

Ⅵ その他の注記 

 １ 修繕引当金に関する経過措置 

   平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引

き続き従前の例により取り崩すこととする。 



 
 
        

平 成 ３１ 年 度   
ふじみ野市水道事業会計予算収入支出説明書 



（ 収益的収入 ） （款） 1 水道事業収益 （項） 1 営業収益

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

給水収益1

水道料金1

説 明

水道料金

・水道料金(4～11月分) 供給単価111.4円×給水見込量7,940,000 ×1.08 955,277,280円

〃 (12～3月分)  〃 3,970,000 ×1.1 486,483,800円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

加入金2

加入金1

説 明

加入金

・新設加入金

φ13mm  125,280円×69件（4～9月） 8,644,320円

〃   127,600円×45件（10～3月） 5,742,000円

φ20mm  233,280円×135件（4～9月） 31,492,800円

〃 237,600円×89件（10～3月） 21,146,400円

φ25mm  466,560円×1件 466,560円

φ30mm  855,360円×1件 855,360円

φ40mm  1,555,200円×1件 1,555,200円

・改造加入金

108,000円×194件（4～9月） 20,952,000円

110,000円×128件（10～3月） 14,080,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

受託工事収益3

受託工事収益1

説 明

受託工事収益

・電気・ガス・電話企業等による関連工事費収入 1,000,000円×1.1 1,100,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

その他の営業収益4

手数料3

説 明

設計審査・工事検査手数料



・設計審査手数料

2,000円×1,400件 2,800,000円

3,000円×8件 24,000円

・工事検査手数料

4,000円×1,400件 5,600,000円

7,000円×8件 56,000円

給水装置工事事業者指定手数料

・10,000円×10件 100,000円

給水・納付証明手数料

・200円×20通 4,000円

他会計負担金4

説 明

消火栓補修費負担金

・4,000円×1,230基 （消防本部との協議による） 4,920,000円

水道使用料負担金

・消防等水道使用料負担金 150円×500 （消防本部との協議による） 75,000円

下水道業務負担金

・ふじみ野市下水道業務受託負担金(4～9月分) 46,172,720円 46,172,720円

〃 (10～3月分) 47,027,772円 47,027,772円

・富士見市下水道業務受託負担金 （4～9月分）     49,750円 49,750円

〃  （10～3月分）    50,672円 50,672円

雑収益5

説 明

破損弁償金

・水道管破損修理収益等 100,000円 100,000円

漏水事故補償金

・配水管等の漏水事故補償金の保険受領額 1,000,000円 1,000,000円

雑収益

・情報任意的公開収益 10,000円 10,000円

（ 収益的収入 ） （款） 1 水道事業収益 （項） 2 営業外収益

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

受取利息及び配当金1

預金利息1

説 明

預金利息

・定期預金利息 460,100円 460,100円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

長期前受金戻入2



長期前受金戻入1

説 明

受贈財産評価額長期前受金戻入

・42,930,276円 42,930,276円

寄附金長期前受金戻入

・1,767,494円 1,767,494円

加入金長期前受金戻入

・15,369,765円 15,369,765円

工事負担金長期前受金戻入

・933,517円 933,517円

他会計負担金長期前受金戻入

・62,643,002円 62,643,002円

国庫補助金長期前受金戻入

・6,204,818円 6,204,818円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

消費税及び地方消費税還付金3

消費税及び地方消費税還付金1

説 明

消費税及び地方消費税還付金

・1,000円 1,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

雑収益4

その他雑収益3

説 明

その他雑収益

・原子力発電所事故による損害賠償金（放射線測定費用分） 73,440円 73,440円

・大井浄水場事務室使用料及び光熱費等 200,657円 200,657円

（ 収益的収入 ） （款） 1 水道事業収益 （項） 3 特別利益

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

その他特別利益1

その他特別利益1

説 明

その他特別利益

・1,000円 1,000円



（ 収益的支出 ） （款） 1 水道事業費用 （項） 1 営業費用

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

原水及び浄水費1

給料1

説 明

給料

・12,946,000円＜３人分＞ 12,946,000円

手当2

説 明

扶養手当

・208,000円 208,000円

地域手当

・1,579,000円 1,579,000円

住居手当

・101,000円 101,000円

通勤手当

・76,000円 76,000円

期末手当

・2,260,000円 2,260,000円

勤勉手当

・1,559,000円 1,559,000円

時間外勤務手当

・187,000円 187,000円

賞与引当金繰入額3

説 明

賞与引当金繰入額

・1,868,000円 1,868,000円

法定福利費引当金繰入額

・470,000円 470,000円

法定福利費6

説 明

職員共済組合負担金

・3,948,000円 3,948,000円

退職手当負担金

・1,748,000円 1,748,000円

公務災害負担金

・41,000円 41,000円

備消品費12

説 明



備消品費

・事業用消耗品 6,046円 6,046円

・場内消耗品 282,023円 282,023円

燃料費13

説 明

燃料費

・レギュラーガソリン 155円×35 ×6月×1.08 35,154円

〃 155円×35 ×6月×1.1 35,805円

・レギュラーガソリン（給水車） 155円×25 ×1.08 4,185円

〃 （給水車） 155円×25 ×1.1 4,262円

・灯油 98円×1,470 ×1.08 155,584円

・Ａ重油 88円×8,000 ×1.08 760,320円

通信運搬費17

説 明

通信運搬費

・衛星電話通信費

導入料金 3,240円 3,240円

基本料金 58,800円 58,800円

通話料金 2,000円×6月×1.08 12,960円

 〃 2,000円×6月×1.1 13,200円

委託料19

説 明

委託料

・ふじみ野市浄水場総合管理運営業務(4～9月) 46,800,000円×1.08 50,544,000円

 〃 (10～3月) 46,800,000円×1.1 51,480,000円

・福岡浄水場総合機能点検整備等業務 17,820,000円×1.1 19,602,000円

・大井浄水場総合機能点検整備等業務 27,300,000円×1.1 30,030,000円

・水質検査業務 926,000円 926,000円

・PCB廃棄物運搬業務 837,000円 837,000円

・PCB廃棄物処理業務 6,509,160円 6,509,160円

手数料20

説 明

手数料

・保菌検査手数料(4月)  1,000円×7人×1.08 7,560円

〃 (10月) 1,000円×7人×1.1 7,700円

修繕費22

説 明

修繕費

・機械及び装置等修繕 7,500,000円×2浄水場 15,000,000円

・車両修繕 230,310円 230,310円

・大井浄水場県水電磁流量計交換修繕 7,080,000円×1.1 7,788,000円



動力費26

説 明

動力費

・浄水場及び取水ポンプ動力費

福岡浄水場系統 47,907,192円 47,907,192円

大井浄水場系統 44,362,898円 44,362,898円

薬品費27

説 明

薬品費

・ｐＨ基準値試薬 1,900円×10本×1.08 20,520円

・残留塩素測定試薬（DPDプラス） 6,300円×4箱×1.08 27,216円

受水費34

説 明

受水費

・県水受水費福岡浄水場 61.78円×2,562,000 ×1.08 170,942,789円

 〃 61.78円×2,562,000 ×1.1 174,108,396円

・県水受水費大井浄水場 61.78円×2,196,600 ×1.08 146,562,424円

〃 61.78円×2,052,900 ×1.1 139,510,978円

保険料35

説 明

保険料

・自賠責保険 23,970円 23,970円

・任意保険（対人対物車両） 34,468円 34,468円

・建物共済 114,851円 114,851円

公課費37

説 明

公課費

・自動車重量税 28,500円 28,500円

雑費90

説 明

雑費

・印紙代（車検用） 1,200円 1,200円

光熱水費△

説 明

光熱水費

賃借料△

説 明

賃借料

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

配水及び給水費2



給料1

説 明

給料

・10,537,000円＜３人分＞ 10,537,000円

手当2

説 明

扶養手当

・208,000円 208,000円

管理職手当

・504,000円 504,000円

地域手当

・1,353,000円 1,353,000円

住居手当

・391,000円 391,000円

通勤手当

・51,000円 51,000円

期末手当

・1,979,000円 1,979,000円

勤勉手当

・1,369,000円 1,369,000円

時間外勤務手当

・430,000円 430,000円

賞与引当金繰入額3

説 明

賞与引当金繰入額

・1,520,000円 1,520,000円

法定福利費引当金繰入額

・371,000円 371,000円

法定福利費6

説 明

職員共済組合負担金

・3,464,000円 3,464,000円

退職手当負担金

・1,423,000円 1,423,000円

公務災害負担金

・33,000円 33,000円

社会保険料

備消品費12

説 明

備消品費

・事業用消耗品 177,056円 177,056円



・工具類 220,000円 220,000円

燃料費13

説 明

燃料費

・レギュラーガソリン 155円×26 ×4台×6月×1.08 104,457円

〃 155円×26 ×4台×6月×1.1 106,392円

図書購入費16

説 明

図書購入費

・県単価表、歩掛本等 52,230円 52,230円

通信運搬費17

説 明

通信運搬費

・検定満期量水器交換案内ハガキ郵送料  62円×4,779枚 296,298円

・立入通知（検定満期切れ立入り用） 82円×400枚 32,800円

・指定給水装置工事事業者現況調べ 120円×300社 36,000円

委託料19

説 明

委託料

・待機業務 2,422,350円×2回×1.08 5,232,276円

〃   2,422,350円×2回×1.1 5,329,170円

・廃材処分等業務委託 1,200,000円×1.1 1,320,000円

・給配水管路情報データ更新業務 1,400,000円×1.1 1,540,000円

・漏水調査業務 1,400,000円×1.1 1,540,000円

賃借料21

説 明

賃借料

・配水管埋設借地料 199,130円 199,130円

修繕費22

説 明

修繕費

・水道管等修繕 37,752,000円 37,752,000円

・検定満期量水器交換 36,692,532円 36,692,532円

・車両修繕 385,521円 385,521円

路面復旧費25

説 明

路面復旧費

・漏水修理等に伴う路面復旧 9,853,800円 9,853,800円

材料費28

説 明

材料費



・水道管補修材料 670,692円 670,692円

補償金29

説 明

補償金

・石綿セメント管関係補償金 3,507,600円 3,507,600円

工事請負費30

説 明

工事請負費

・石綿セメント管撤去工事 6,718,800円 6,718,800円

保険料35

説 明

保険料

・自賠責保険 69,600円 69,600円

・任意保険（対人対物車両） 65,122円 65,122円

公課費37

説 明

公課費

・自動車重量税 45,700円 45,700円

雑費90

説 明

雑費

・印紙代（車検用） 3,600円 3,600円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

受託工事費3

受託工事費36

説 明

受託工事費

・電気・ガス・電話企業等による関連工事費 1,000,000円×1.1 1,100,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

業務費4

給料1

説 明

給料

・12,473,000円＜３人分＞ 12,473,000円

手当2

説 明

扶養手当

・315,000円 315,000円



管理職手当

・504,000円 504,000円

地域手当

・1,599,000円 1,599,000円

住居手当

・51,000円 51,000円

通勤手当

・26,000円 26,000円

期末手当

・2,255,000円 2,255,000円

勤勉手当

・1,545,000円 1,545,000円

時間外勤務手当

・239,000円 239,000円

賞与引当金繰入額3

説 明

賞与引当金繰入額

・1,843,000円 1,843,000円

法定福利費引当金繰入額

・453,000円 453,000円

法定福利費6

説 明

職員共済組合負担金

・3,974,000円 3,974,000円

退職手当負担金

・1,684,000円 1,684,000円

公務災害負担金

・43,000円 43,000円

備消品費12

説 明

備消品費

・事業用消耗品 165,184円 165,184円

燃料費13

説 明

燃料費

・レギュラーガソリン 155円×50 ×1.08 8,370円

〃 155円×56 ×1.1 9,548円

通信運搬費17

説 明

通信運搬費

・納入通知書等郵送料（4～9月）  4,101,272円 4,101,272円



〃 （10～3月） 4,171,663円 4,171,663円

・料金受取人払い送料（4～9月）  93,120円 93,120円

〃 （10～3月） 95,040円 95,040円

・ISDN接続料（4～9月）  42,120円 42,120円

〃 （10～3月） 42,900円 42,900円

委託料19

説 明

委託料

・水道料金等徴収業務（4～9月） 48,143,160円 48,143,160円

〃 （10～3月） 49,034,700円 49,034,700円

・収納業務委託（コンビニ収納）（4～9月） 2,272,050円 2,272,050円

 〃 （10～3月） 2,314,125円 2,314,125円

・チラシ等配布業務委託 1,403,600円 1,403,600円

手数料20

説 明

手数料

・口座振替手数料  10円×116,460件×1.08 1,257,768円

〃 10円×116,460件×1.1 1,281,060円

・再振替分 10円×  1,500件×1.08 16,200円

 〃  10円×  1,500件×1.1 16,500円

修繕費22

説 明

修繕費

・車両等修繕 25,401円 25,401円

・印刷機修繕 20,000円 20,000円

保険料35

説 明

保険料

・任意保険（対人対物車両） 12,478円 12,478円

公課費△

説 明

公課費

雑費△

説 明

雑費

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

総係費5

給料1

説 明

給料



・5,073,000円＜１人分＞ 5,073,000円

手当2

説 明

管理職手当

・588,000円 588,000円

地域手当

・683,000円 683,000円

通勤手当

・26,000円 26,000円

期末手当

・960,000円 960,000円

勤勉手当

・662,000円 662,000円

賞与引当金繰入額3

説 明

賞与引当金繰入額

・795,000円 795,000円

法定福利費引当金繰入額

・194,000円 194,000円

報酬5

説 明

報酬

・審議会委員報酬

会長   5,400円×4回×1人 21,600円

副会長  4,000円×4回×1人 16,000円

委員   4,000円×4回×10人 160,000円

法定福利費6

説 明

職員共済組合負担金

・1,674,000円 1,674,000円

退職手当負担金

・685,000円 685,000円

公務災害負担金

・18,000円 18,000円

旅費7

説 明

旅費

・普通旅費 20,000円 20,000円

・研修会等旅費 交通費 53,582円 53,582円

・審議会委員 費用弁償 4,560円 4,560円

被服費10



説 明

被服費

・作業服等 203,800円 203,800円

備消品費12

説 明

備消品費

・事務用消耗品 305,335円 305,335円

図書購入費16

説 明

図書購入費

・追録代 25,500円 25,500円

・水道新聞及び参考図書他 99,400円 99,400円

通信運搬費17

説 明

通信運搬費

・電話料金

携帯電話４台分（4～9月） 46,734円 46,734円

 〃 （10～3月） 47,599円 47,599円

固定電話１台分（4～9月） 24,598円 24,598円

 〃 （10～3月） 25,054円 25,054円

・郵送料等 12,600円 12,600円

広告料18

説 明

広告料

・水道事業啓発用品 453,600円 453,600円

委託料19

説 明

委託料

・職員健康診断 5,000円×12人×1.1 66,000円

・ＶＤＴ検査 2,500円×6人×1.1 16,500円

・ストレスチェック業務 800円×12人×1.1 10,560円

・情報系パソコン端末マイグレーション業務 142,560円 142,560円

手数料20

説 明

手数料

・組戻手数料  800円×4回×1.1 3,520円

賃借料21

説 明

賃借料

・コピー等複合機（4～9月） 171,072円 171,072円

〃 （10～3月） 174,240円 174,240円



・情報系パソコン賃借料（長期継続契約33/60～38/60） 29,600円×6月×1.08 191,808円

 〃 （長期継続契約39/60～44/60） 29,600円×6月×1.1 195,360円

・庁舎借上料（光熱水費他） 700,508円 700,508円

・有料道路通行料 8,000円 8,000円

修繕費22

説 明

修繕費

・備品修理代 120,000円×1.1 132,000円

補償金29

説 明

補償金

・配水管等の漏水事故補償金 1,000,000円 1,000,000円

研修費30

説 明

研修費

・水道基礎講座他 480,000円 480,000円

厚生費32

説 明

厚生費

・事務室常備薬 4,400円 4,400円

負担金33

説 明

負担金

・日本水道協会 255,900円 255,900円

・日本水道協会関東地方支部費（日本水道協会会費の20%） 51,180円 51,180円

・日本水道協会埼玉県支部費（日本水道協会会費の10%） 25,500円 25,500円

保険料35

説 明

保険料

・水道賠償及び生産物賠償責任保険 525,460円 525,460円

貸倒引当金繰入額43

説 明

貸倒引当金繰入額

・2,587,000円 2,587,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

減価償却費6

有形固定資産減価償却費51

説 明

建物減価償却費

・7,909,934円 7,909,934円



構築物減価償却費

・336,100,333円 336,100,333円

機械及び装置減価償却費

・64,451,197円 64,451,197円

車両及び運搬具減価償却費

・155,895円 155,895円

工具、器具及び備品減価償却費

・189,540円 189,540円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

資産減耗費7

固定資産除却費53

説 明

固定資産除却費

・3,354,169円 3,354,169円

たな卸資産減耗費54

説 明

材料資産減耗費

・100,000円 100,000円

貯蔵量水器資産減耗費

・50,000円 50,000円

（ 収益的支出 ） （款） 1 水道事業費用 （項） 2 営業外費用

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

支払利息及び企業債取扱諸費1

企業債利息10

説 明

財務省財政融資資金

・25,517,623円 25,517,623円

地方公共団体金融機構

・15,942,918円 15,942,918円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

消費税及び地方消費税2

消費税及び地方消費税10

説 明

消費税及び地方消費税

・21,700,000円 21,700,000円



科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

雑支出3

その他雑支出20

説 明

その他雑支出

・1,000,000円 1,000,000円

（ 収益的支出 ） （款） 1 水道事業費用 （項） 3 特別損失

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

過年度損益修正損1

過年度損益修正損10

説 明

その他過年度損益修正損

・2,000,000円 2,000,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

その他特別損失2

その他特別損失90

説 明

その他特別損失

・その他特別損失 2,000,000円 2,000,000円

（ 収益的支出 ） （款） 1 水道事業費用 （項） 4 予備費

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

予備費1

予備費10

説 明

予備費

・10,000,000円 10,000,000円



（ 資本的収入 ） （款） 1 資本的収入 （項） 1 企業債

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

建設改良費等の財源に充てるための企業債1

水道事業債30

説 明

水道事業債

・企業債 162,400,000円 162,400,000円

（ 資本的収入 ） （款） 1 資本的収入 （項） 2 負担金

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

他会計負担金1

消火栓設置費負担金10

説 明

消火栓設置費負担金

・1,308,000円×10基 13,080,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

工事負担金△

工事負担金△

説 明

工事負担金

（ 資本的収入 ） （款） 1 資本的収入 （項） 3 国庫補助金

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

国庫補助金1

国庫補助金10

説 明

国庫補助金

・生活基盤施設耐震化等交付金 24,600,000円 24,600,000円



（ 資本的支出 ） （款） 1 資本的支出 （項） 1 建設改良費

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

事務費1

給料10

説 明

給料

・9,020,000円＜２人分＞ 9,020,000円

手当20

説 明

扶養手当

・334,000円 334,000円

地域手当

・1,186,000円 1,186,000円

住居手当

・101,000円 101,000円

通勤手当

・79,000円 79,000円

期末手当

・1,968,000円 1,968,000円

勤勉手当

・1,356,000円 1,356,000円

時間外勤務手当

・486,000円 486,000円

賞与引当金繰入額30

説 明

賞与引当金繰入額

・1,350,000円 1,350,000円

法定福利費引当金繰入額

・331,000円 331,000円

法定福利費60

説 明

職員共済組合負担金

・3,244,000円 3,244,000円

退職手当負担金

・1,218,000円 1,218,000円

公務災害負担金

・24,000円 24,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）



配水管等改良費2

配水本管費1

説 明

配水本管費

・配水管布設工事（φ100、L＝30ｍ）4,400,000円 4,400,000円

・配水管布設替工事（φ100～150、L＝1,290ｍ）223,740,000円 223,740,000円

・配水補助管布設替工事（φ50、L＝100ｍ）11,000,000円 11,000,000円

・舗装復旧工事（Ｓ＝4,186㎡）35,524,500円 35,524,500円

委託料4

説 明

委託料

・配水管布設替工事実施設計業務 7,500,000円×1.1 8,250,000円

負担金8

説 明

負担金

・負担金（舗装工事等） 3,000,000円×1.1 3,300,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

浄水場整備費3

浄水場改修費1

説 明

浄水場改修費

・福岡第４水源管布設等整備工事 12,400,000円×1.1 13,640,000円

・福岡浄水場第４配水池耐震補強工事 161,115,000円×1.1 177,226,500円

・大井浄水場非常用発電機等分解修繕整備工事 22,690,000円×1.1 24,959,000円

委託料4

説 明

委託料

・福岡浄水場第４配水池耐震補強工事施工監理業務委託 9,112,500円×1.1 10,023,750円

・福岡浄水場第４配水池耐震補強工事に伴う家屋調査（事前）1,169,000円×1.1 1,285,900円

・大井浄水場第２配水池耐震補強工事に伴う家屋調査（事後） 330,000円×1.1 363,000円

補償金7

説 明

補償金

・大井浄水場第２配水池耐震補強工事に伴う家屋等補償金 756,000円 756,000円

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

営業設備費4

量水器費1

説 明



量水器費

・φ13mm    2,800円×150個 420,000円

・φ20mm  3,800円×500個 1,900,000円

・φ25mm    4,600円×  5個 23,000円

・φ30mm   12,000円×  2個 24,000円

・φ40mm    15,700円×  2個 31,400円

・φ50mm    26,100円×  1個 26,100円

・φ50mm 74,200円×  1個 74,200円

・φ75mm   98,000円×  1個 98,000円

・φ100mm 115,000円×  1個 115,000円

・φ150mm 410,000円×  1個 410,000円

工具、器具及び備品4

説 明

工具、器具及び備品

・水道用機材購入 300,000円×1.1 330,000円

（ 資本的支出 ） （款） 1 資本的支出 （項） 2 企業債償還金

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

企業債償還金1

企業債償還金10

説 明

財務省財政融資資金

・115,829,253円 115,829,253円

地方公共団体金融機構

・90,084,420円 90,084,420円



（款） 1 たな卸資産購入限度額 （項） 1 たな卸資産購入限度額

科目名称 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
（千円） （千円） （千円）

たな卸資産購入限度額1

たな卸資産購入限度額10

説 明

貯蔵量水器

・貯蔵量水器  3,121,700円×1.1 3,433,870円

材料分

・水道管補修材料  1,000,000円×1.1 1,100,000円


